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研究成果の概要（和文）： 本科研費は、近年の比較福祉国家研究の変化や、東アジアにおける

社会政策の変容を背景に、オリエンタリズムに彩られがちだった従来の方法論を見直し、東ア

ジア地域における地域主義と福祉レジームに関する実態把握と分析を行うことを目的とした。

その結果、①共通社会政策の動向について、経済次元だけではなく社会次元の導入が必要だが、

先行例である欧州では、ユーロ危機を背景に試みが困難に直面していること、②生産／再生産

領域の社会問題の動向と政策対応では、貧困・失業問題の顕在化とおよびその対応の同質性と

差異性の確認、ケア労働者の東アジア内でのケアチェーンの現状、③比較分析の方法の枠組み

の再検討では、ソーシャルクオリティや幸福度の重要性の高まり、④日本国内における社会政

策の動向の検討と比較研究への含意の導出では、日本的政策の規定に流れる理念の不変性が明

らかにされた。 
 
研究成果の概要（英文）：The main purpose of this project was to reframe the methodology 
of comparative social policy in the East Asia which is associated with the orientalist 
view on the East Asia and understand the realistic pictures of welfare regime in the 
East Asia. Our findings of study can be categorized into the four dimensions. (1)On the 
common social policies in the East Asia, we need to introduce the social dimension as 
well as the economic dimension. However it is not easy to implement one in reality 
based on studying on current situation of the EU. (2)Our studies on the area of 
production and reproduction in East Asia show that poverty and unemployment 
problems and harmonizing the foreign care workers had been serious issues in the 
East Asia countries in common. (3)The social quality research and happiness study 
gain the importance to reexamine theory on the comparative social policy studies. 
(4)The studies on history of the social policy in Japan shows the basic ideologies of 
social policy in Japan have been remaining since WW2 
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研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：社会学・社会福祉学 
キーワード：社会政策・東アジア・比較福祉国家・オリエンタリズム ・福祉レジーム・地域統

合 
 
１．研究開始当初の背景 
経済の急速な発展のなかで、東アジア地域は
世界中から注目されるようになり、経済政策
だけではなく、社会政策についての研究も 10
年間で進展した。研究の萌芽期においては、
機械的に欧米諸国での比較研究の手法を東
アジア地域に当てはめるものも少なくなか
ったが、20 世紀末から、韓国と台湾の福祉国
家化、中国の急激な成長、地域統合の進展な
ど新しい事態が生じたことを背景にして、東
アジア比較社会政策研究では①段階論、②体
制移行、③共通政策の視点が必要となってい
る。東アジアにおける比較社会政策研究は新
たな段階におかれている。 
 
２．研究の目的 

本研究では、これらの視点に立ちながら、
ともするとオリエンタリズムに彩られがち
だった従来の方法論を清算しつつ、東アジア
地域における福祉レジームの実態把握と分
析を行うことを目的とした。とりわけ、各国
の社会政策の歴史的展開――とりわけ社会
保障制度が先んじて整備された日本の展開
――に注目しながら、東アジアの地域統合が
福祉に対して、どのような影響を及ぼしてい
るかを理論的・実証的に明らかにすることを
目的に設定した。その具体的な研究内容は大
きくは四つに分けることができる。 
（１）東アジア地域の福祉的な課題に対する
域内協力や共通政策の可能性についての検
討。先行する事例である欧州での現状の課題
の検討や理論的検討を行った。 
（２）東アジア諸国の生産／再生産領域にお
ける諸課題の現状と対応策の検討。生産領域
では、東アジア諸国で問題となっている失業
政策のあり方の解明を行った。また再生産領
域においては、トランスナショナルに展開し
ている再生産レジームの分析に取り組んだ。 
（３）比較社会政策の分析視角の再検討。従
来の福祉レジーム分析の実証的，理論的射程
の拡大の試みの一つとして、ソーシャルクオ
リティ・アプローチに注目した分析を行った。
加えて、幸福度などの社会指標の現代的動向
に注目した研究を実施した。 
（４）日本国内における社会政策、福祉政策
の発展段階の検討。第一に、戦前・戦後の日
本の社会政策論の展開を踏まえながら、1970
年代から 1980 年代の国家観の転換期におけ
る「新しい福祉」をめぐる議論を検討し、第
二に社会政策の基礎となる公的扶助の展開
を検討した。 

 
３．研究の方法 
それぞれの目的に応じて、文献研究などと

並行しつつ、海外における政策・学術動向の
調査やヒアリング、歴史資料の検討を行った。 
 
（１）について、共通社会政策のテーマに関
しては、EU における欧州の動向の調査では、
複数回の現地調査を実施し、ユーロ危機発生
後のヨーロッパ社会モデルの変容過程を明
らかにした。 
（２）について、東アジアにおける再生産レ
ジームの現状を分析するために、日本、韓国、
中国の労働市場、家族政策、育児に関する統
計データなどの収集、日中韓の大都市の育児
状況に関するインタビュー調査を実施した。 
（３）について、国内・外（英国，タイ王国）
の学会，研究会等での当該分野研究者との交
流・意見交換などを通じて、ソーシャルクオ
リティの最新の成果の理解に努めた。その際
には、欧州と東アジアの福祉国家の成熟度が
異なることに注目した。また、幸福度や社会
指標などの国際的な展開の検討を行った。 
（４）について、福祉思想に関しては、1970
年代から 1980年代の日本における社会保
障・社会福祉政策をめぐる議論の歴史的位置
づけを明らかにするため、「西欧モデル」か
ら「日本型」への転換期における「新しい福
祉」として提示された理念に着目し、あるべ
き主体像がどのように描き直されていった
のか、そして個人と社会の関係がどのように
意味づけ直されていったのかを分析した。ま
た、公的扶助については、生活保護において
朝日訴訟や 1920年代から四期に分けて、家
族モデルとの関係のもとで生活保護制度の
転回について検討した。 
 
４．研究成果 
（１）欧州の調査から、ユーロ危機を契機に、
平和の実現、経済統合、社会統合、政治統合
という EU 統合の優先順位が逆転する事態が
起きており、社会統合を犠牲にして政治統合
を先行させる動きがはっきりしてきたこと
が示された。すなわち、経済統合はその深化
の最終段階において政治統合を必要とする
が、社会統合を犠牲にしてそれを行えば、EU
統合の実験そのものが瓦解する危険性を秘
めているといえることを示した。また、東ア
ジアにおいても、グローバル化が進行する中
で地域統合の議論が活発になされており、社
会条項が「底辺への競争」を防止する点で有



効性を持つことを明らかにした。 
（２）生産領域の問題については、深刻化す
る失業・貧困問題の現状と背景（グローバル
化による国際競争の深化や脱工業化による
国内の（労働集約的な）製造業の衰退など）、
またそれへの不適切な対応の実態（雇用保障
と社会保障のミスマッチ）が明らかになった。  
再生産領域の問題においては、「東アジア

における生産レジーム、再生産レジームと福
祉国家の関係、東アジアにおけるケア・レジ
ームの多様性とその形成要因（労働市場、社
会政策、家族変動）を明らかにした。また、
家族ケアに関する現象の 1つとして外国人に
よる家族の福祉機能の代替がみられること
を示し、家族機能の維持を目的とした家事労
働者の雇用と、家族機能の創出を目的とした
結婚があることを明らかにした。後者につい
ては多文化政策という中で位置づけられよ
うとしており、積極的社会統合が図られよう
としている。前者はローテーションのいわば
「使い捨て労働力」の中に位置付けられてお
り、後者とは対照的である。このように積極
的統合を通じての市民権付与とそうでない
極端な位置づけの中で家族ケアが外国人に
よって担われていることが示された。 
（３）ソーシャルクオリティ研究では、東ア
ジア社会の分析を精緻化させるため，比較研
究の新たな手法としてソーシャルクオリテ
ィ指標を，とりわけアウトカム評価に用いる
ことの意義や問題点，今後の研究課題を析出
した。アジア諸国間においては「国別比較」
に止まり，アジア－ヨーロッパ間では日本，
韓国，台湾といった一部経済的先進地域と西
ヨーロッパ諸国の「レジーム比較」に限定せ
ざるを得なかった従来の福祉レジームの国
際比較の射程を広げることが期待される。 
社会指標についての調査の結果、社会指標の
あり方が、１９７０年代とは異なる形で、社
会発展を示すための、オルタナティブとして
注目されるようになったことが示された。 
（４）福祉思想については、日本の社会保
障・社会福祉政策論が、西欧を意識しながら
求めてきたものは、西欧をモデルとして追う
にしても、西欧とは異なる日本独自の道を選
ぶにしても、福祉を担う主体をつくり出すこ
とであった。1970年代後半以降にしばしば語
られるようになった「新しい福祉」の理念は、
個人と社会との関係にかんする限り、戦前・
戦後の日本において強調され続けてきた理
念と同型のものであり、「新しい福祉」論は、
“みなが当事者として〈参加〉する福祉”と
いう、戦前から繰り返されてきた理念の再提
起であったことが示された。公的扶助の展開
については、1980年代以降の生活保護制度に
おいては、家族の揺らぎながらも、「受けな
いことこそが重要である」、という公的扶助
イデオロギーは必ずしも変わっておらず、矛

盾が放置されていることが示された。 
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